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定年引上げに伴う高年齢層職員（特に役職定年者） 
の組織化について 

➀ はじめに

 2023 年 4 月から自治体における定年引上げがスタートしています。自治労と

して、60 歳に達した職員がこれから継続して公務職場で働くために、高年齢層

に応じた労働条件などの整備を進めていくこととともに、高年齢層職員の組織

化、とりわけ役職定年者への対応は重要な課題です。 

 制度完成となる 2032年度には、定年が引き上げられた年齢層に該当する 61～

65 歳の職員が自治体や職場の一定の割合を占めることは明らかであり、多数の

役職定年者が生じることとなる 2024年 4月にむけて単組・県本部・本部が組織

化の取り組みを強化しなければなりません。 

 一方、現在の再任用制度の下で、高年齢層職員を組織化の対象としていない自

治体単組数が現時点で５割に及ぶこと、団塊の世代の大量退職など再任用、再雇

用職員の「分母」が増加したことなどから組織率は低下しており、現在では

32.9％となっています。（第 15回自治労組織基本調査 2021年 6月時点） 

 自治労は、再任用職員制度が発足する直前の 2000年 5月の第 121回中央委員

会において「対象者全員の自治労加入を達成することが必要」とする組織化方針

を決定してきました。当時、「単組の組織強化の観点からも対象者全員の自治労

加入を達成することが必要」とした考え方は、65 歳定年時代を見据えた現在に

おいて、労働組合として原則的に踏襲すべき考え方であることを全体で確認し

ておく必要があります。 

 この間、単組では条例化の取り組みと合わせて高年齢層の働き方について、特

に加齢困難職種における働き方や職場環境改善について労使交渉に取り組んで
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きました。再任用職員とは違う働き方を求められることもあるだけに、職場での

課題解決には、課題やニーズを持つ高年齢層職員の当事者参加が不可欠です。管

理職であった者が組合員になることに、双方わだかまりがあったとしても、職場

の一員、仲間の一人として乗り越えていくことが重要です。 

 そして最も重要なことは、60 歳超となっても引き続き組合員として働き続け

る職員に対してはもちろん、役職定年者として改めて組合員として位置付けら

れる 60 歳超の職員に対しても、当然のこととして「労働組合の一員」である、

ということを職場や単組、自治体の中で作り出していくことです。「当然」「当た

り前」という流れを自治労全体で作り出し、高年齢層職員の組織化を進めていこ

うではありませんか。 

② 具体的進め方

 組織化にあたっては、60 歳時点に組合員である者についてはそのまま継続す

ること、そして組織化に苦労すると想定される役職定年者（2024 年 4 月に組合

員層となる現管理職）に対して、早い段階から働きかけを行っていかなければな

りません。 

 具体的には、地方公務員法５２条３項但し書きによって一般職員とは同一の

職員団体を組織することができないとされる対象者となり、組合に脱退届が提

出されている場合には、再度加入届を提出させること、そうでない場合には意思

確認を行う方法について、単組における機関会議等で方針確認しておくことが

必要です。議案については、本部作成のひな型【資料３】を参考に、単組におけ

る経過や実態を踏まえて作成してください。 

地方公務員法  

第五十二条 この法律において「職員団体」とは、職員がその勤務条件の維持改善を図る

ことを目的として組織する団体又はその連合体をいう。 

２ 前項の「職員」とは、第五項に規定する職員以外の職員をいう。 

３ 職員は、職員団体を結成し、若しくは結成せず、又はこれに加入し、若しくは加入し

ないことができる。ただし、重要な行政上の決定を行う職員、重要な行政上の決定に参画

する管理的地位にある職員、職員の任免に関して直接の権限を持つ監督的地位にある職

定年引上げ対象職員の組織化スケジュール

2023年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

組織化方針確立ゾーン

意向確認ゾーン

加入呼びかけゾーン
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員、職員の任免、分限、懲戒若しくは服務、職員の給与その他の勤務条件又は職員団体と

の関係についての当局の計画及び方針に関する機密の事項に接し、そのためにその職務

上の義務と責任とが職員団体の構成員としての誠意と責任とに直接に抵触すると認めら

れる監督的地位にある職員その他職員団体との関係において当局の立場に立つて遂行す

べき職務を担当する職員（以下「管理職員等」という。）と管理職員等以外の職員とは、

同一の職員団体を組織することができず、管理職員等と管理職員等以外の職員とが組織

する団体は、この法律にいう「職員団体」ではない。 

４ 前項ただし書に規定する管理職員等の範囲は、人事委員会規則又は公平委員会規則

で定める。 

５ 警察職員及び消防職員は、職員の勤務条件の維持改善を図ることを目的とし、かつ、

地方公共団体の当局と交渉する団体を結成し、又はこれに加入してはならない。 

③ 組合員に関する考え方の整理について

 多くの単組において、規約上の組合加入資格は、「●×市の職員であること」

とされています。仮に、地方公務員法５２条３項但し書きにいう「管理職員等」

が組合に加入している場合には、地方公務員法における「職員団体」ではない、

ということとなり、登録が取り消されることになります。 

 組合に脱退届が出されていれば、加入、未加入は判然としていますが、そうで

ない場合について以下のように整理します。 

・「管理職員等」については、組合員名簿からは除外し、別途管理している 

・組合員名簿にない以上、組合費の徴収や選挙権、議決権はなく、一切の権利

行使はされていない 

 ・「管理職員等」から外れた場合には、組合員名簿に登載し、前項にいう組合

員としての権利（地位）を回復する 

 ただし、これらは組合員の範囲、あるいは権利義務に関する案件であり、職員

団体としての地位にも関わる問題であるため、単組は大会もしくはそれに準じ

た機関会議において方針を決定することが必要です。そのために、議案のひな型

を作成しましたので、単組で実情に合わせた加筆修正を行うなど、活用をお願い

します。 

④ 自治労共済など関連する課題について

 共済に関わっては、2022 年 7 月の県本部代表者会議において考え方を明らか

にし、整理を図ってきました【参考】。改めて、県本部、単組間で確認をお願い

します。また、組合加入を拒む管理職員等-役職定年者について、共済制度に関

する考え方、扱いについて共通理解が図られるようにＱＡ【資料２】を作成しま

した。県本部においては、単組代表者会議などで活用してください。 

高年齢層職員の組織化方針を組織全体で確認するとともに、単組、職場での未
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加入者をなくし、連帯を強める立場から対象者に粘り強く働きかけ組合員化を

進め、①職場の改善のためには労働組合に結集すること、②退職者団体生命共済

への移行を見据え「生涯にわたってじちろう共済の保障」、を柱に取り組みを進

めます。 

以 上 
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【参 考】 

 

第 97回自治労定期大会 第 2号議案 当面の闘争方針抜粋 

【高年齢層職員の組織化】 

●. 高年齢層職員の組織化については、定年引き上げの移行期間が今年度

から開始し 2032年に完了すること、とりわけ初年度にあたる今年の取り組

みが以降の組織化に大きく影響することをふまえ、単組・県本部・本部にお

ける組織的重要課題と位置づけ、下記の取り組みを進めます。 

 ① 単組は、高年齢層職員の組織化方針を機関確認するとともに、説明会

の開催や説明資料の作成、意思確認の手法など、取り組みのスケジュールや

手続きを確認します。 

 その上で、再任用職員を組織化対象としていない単組は、定年引き上げに

ともなう役職定年者等の組織化とあわせ、暫定再任用職員・短時間再任用職

員に関する組織化方針の確認と組合加入に取り組みます。 

 すでに組織化方針がある単組については、加入率の向上のためのオルグや

説明会の開催などに取り組みます。 

 ② 県本部は、高年齢層職員の組織化方針を確立するとともに、再任用職

員の組織化状況や退職者会との関係など、単組実情に合わせた支援を行いま

す。 

 ③ 本部は、県本部・単組が直面する課題の把握を進め、組織化の推進に

向けた情報提供と支援を行います。 

 

※ 中央執行委員会で議論中のため、変更する場合があります 
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Q１ なぜ組合員にならなければならないのでしょうか。 

A１ これまでは、職員団体を構成できない「管理職員等」であったため、組合員として

扱うことができませんでした。2024 年 4 月からは組合に加入出来ます（組合員の権利が

回復します）。組合員として、ともに賃金労働条件をはじめとする職場の課題を解決する

ため、組合員として活躍していただくという組合としての考えです。（※この考え方に組

織的な正当性を持たせるためには、執行委員会に加えて機関会議で確認しておくことが

重要です） 

 

Q２ 賃金も 70％になり、生活に余裕がありません。組合費を払うことが負担です。 

A２ 組合では、高齢層職員の働き方や賃金水準について、当局だけでなく人事院や総務

省などにもさまざまな要請や働きかけを行なっています。将来の高年齢層職員のために

も、組合で改善を勝ち取るための活動をお願いします。 

 

Q３ これまで管理職の間は、組合から厳しいことばかり言われてきました。これから組

合員ですと言われても、なかなか納得ができません。 

A３ 組合は職員の総意を代表して、時には厳しい意見を言う時もあります。ですが、個

人としての管理職を責めているわけではなく、組織としての改善や問題点、課題の克服を

求めてきているということをご理解ください。 

 

Q４ 組合員にならなければ、何か問題があるのでしょうか。 

A４ 2024 年 4 月に多くの役職定年者の皆さんが、組合加入していただくことで、職場に

いる限りは労働組合に入るのが当たり前、という流れを作り出すことができます。 

初年度、加入が低調な場合には、後年度も厳しいことが予見されます。ご自分だけでな

く、将来にわたって職場が風通しよく、公正な労働条件を確保するためにも、組合員にな

っていただく（の権利を回復させる）ということを組織として決定しました。 

 

Q５ 組合は高年齢層職員のために何かしてくれるのでしょうか。 

A５ これまでも再任用職員に関することは、秋の賃金確定闘争や春闘期の要求書に記載

してきています。これから 60 歳超の職員が、年々増加することになることから、一層意

見集約が重要になると考えています。同じ組合員ということで、意見や要望を集めるとと

もに、一緒に解決を目指したいと考えています。 

 

 

 

 

資料１ 
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Ｑ１ 単組が取り扱う“じちろう共済”制度は、規定上どのような枠組みになるのでしょうか。 

Ａ１ 規定上の枠組みは、つぎのとおりとなります。 

 ① 単組が取り扱う“じちろう共済”制度は、「自治労と自治労共済」または「自治労と全労済」 

  が締結する協定書にもとづいて実施されています。 

 ② 共済制度を利用する共済契約者は、「自治労共済組合員」かつ「単組の構成員」である必要が 

  あります。 

 ③ 「単組の構成員」を判断するのは、単組となります。 

 ④ 共済制度における単組は、「単組の構成員」から委任されて共済活動（事務処理を含む）を 

  おこなう協力団体となります。 

 

Ｑ２ 単組が、当該共済契約者を「単組の構成員」と認めない場合、規定上、どのような取り 

  扱いとなるのでしょうか。 

Ａ２ 共済契約の締結・更新・終了は、各共済制度の事業規約等＊にもとづき、つぎのとおり 

  となります。 

 ① 単組が、当該共済契約者を「単組の構成員」と認めない場合、当該共済契約は共済期間の 

  満了日をもって終了となります。 

 ② 共済契約者は、その意思により、共済期間の中途において、将来に向かって共済契約を解約 

  （終了）することができます（単組が中途解約を強制することはできません）。 

 ＊ 事業規約等とは、各共済事業に関する規定（事業規約、事業細則、内規、協定書など）を 

  さします。 

 

Ｑ３ 私は、単組の執行委員を務めています。 

  定年引上げに伴って、役職定年となった管理職を組合員として扱うことになりました。 

  団体生命共済や長期共済、マイカー共済など各種共済を利用しているにもかかわらず、組合に 

 戻らない（脱退を希望する）という意向を示す者（Ｂ）が現れました。 

  まず、共済契約に関する団体取り扱いおよび個人の契約に関わる考え方を教えてください。 

Ａ３ 単組が取り扱う“じちろう共済”制度は、「団体制度」や「個人制度に団体扱特則または 

  団体割引特約を付帯した団体扱契約」となるため、引き続き共済利用を希望される場合は、 

  「自治労共済組合員」かつ「単組の構成員」であることが必要であり、「単組の構成員」で 

  なくなる場合は、共済契約を継続することができず、当該共済契約は共済期間の満了日を 

  もって終了となります。 

 

Ｑ４ では、Ｂが 2024 年４月前後に組合（再）加入せず、脱退するという意向を書面で示した 

  場合には、団体生命共済などは利用できないということで説明していいのですか。 

Ａ４ 引き続き“じちろう共済”制度の利用を希望される場合は、「自治労共済組合員」かつ「単組の 

  構成員」であることが必要となりますので、「単組の構成員」でなくなる場合、当該共済契約は 

  共済期間の満了日をもって終了となることを説明してください。 

 

資料２ 
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Ｑ５ 直接単組としては関係ありませんが、契約終了となる各制度はどのような取り扱いになり 

  ますか。 

Ａ５ 契約終了となる各共済制度の取り扱いは、つぎのとおりとなります。 

 ① 団体生命共済 

  希望があれば、全労済の地域推進本部が取り扱う生命医療共済をご案内します。 

  ご案内する生命医療共済は個人共済制度となるため、加入要件・保障内容・掛金など、団体 

 生命共済とは大きく異なりますし、自治労としてのスケールメリットを受けることはできません。   

 ② 長期共済、税制適格年金、こども保障満期金付タイプ 

  これらの制度は、団体生命共済加入者が利用できる制度となるため、団体生命共済とあわせて、 

 解約の手続き（解約返戻金をお支払いするための解約返戻金申請手続きなど）をご案内すること 

 になります。 

 ③ じちろうマイカー共済 

  希望があれば、全労済の地域推進本部が取り扱うマイカー共済をご案内します。 

  詳しくは県支部にお問い合わせください。 

 ④ 住まいる共済（火災共済、自然災害共済）、交通災害共済 

  希望があれば、全労済の地域推進本部が取り扱う住まいる共済や交通災害共済をご案内します。 

  ご案内する住まいる共済や交通災害共済は、同じ掛金・保障内容で契約することができます。 

 

Ｑ６ 単組としてはそのように説明しました。 

  Ｂが「個人の契約であり、自分からは解約しない」と主張しています。 

  当面、発効月である 10 月までは１年契約と理解して掛金収納をしようと内部で協議していま 

 すが、県支部から契約更新に関する書類が送られてきたときには、Ｂに渡さず、県支部に送り返 

 していいでしょうか。 

Ａ６ 契約更新に関する書類が届いた場合であっても、「単組の構成員」でなくなる方の更新手続き 

  をおこなうことができませんので、その場合の単組における実務処理については、県支部にお 

  問い合わせください。 

 

Ｑ７ 在職中の団体生命共済に加入できないのであれば、Ｂは「自分は 50 歳以上なので退職者団体 

  生命共済に加入できるはずだ」と主張していますが、加入は可能ですか。 

Ａ７ 自治労共済生協定款第６条（組合員の資格）第２項に基づく「退職組合員の承認基準」では 

  「満 50 歳以上または 25 年以上勤続して退職したものであって、当該退職した日に組合員で 

  あり、かつ、退職日以前に事業利用していた場合について、事業が利用できる」と定めており、 

  たとえ 50 歳以上であっても退職者でなければ「退職組合員の承認基準」に該当しません。 

   また、退職者団体生命共済の事業規約上の退職組合員の所属団体は「単組」であることから、 

  単組が「単組の構成員」と認めない場合、移行できません。 
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第○号議案 

 

2024 年 4 月以降の定年引上げとなった職員の組合再加入の取り組み

及びじちろう共済など共済制度の利用について 
 

 2022年６月に改正地方公務員法が施行され、2023年度から定年年齢の段階的

な引上げ、管理監督職勤務上限年齢制（いわゆる役職定年制）や定年前再任用短

時間勤務制などを導入するための改正が行われました。 

 この間、職員組合では、定年引上げとなった職員の働き方や処遇など労働条件

について、当局と交渉を重ねてきており、2022 年○月には条例改正について議

会で可決されています。 

 組合員の資格に関わっては、組合員のまま定年引上げ対象の年齢を迎える職

員はそのまま組合員として継続していただくこととなる一方で、役職定年とな

り管理職から組合員層の課長補佐となる職員については、組合脱退届を提出し

ていることから改めて組合加入届を提出してもらう必要があります。 

 これまで長年管理職として、時には組合と交渉する立場におられた職員も、こ

れから定年を迎えるまでは同じ一職員であり、一組合員として仲間になっても

らうことが、高年齢層職員のさまざまな課題を前進させるために、また職員全体

の労働条件を前進させるためにも重要です。 

 そのため、職員組合として、執行部を中心に「再加入の取り組み」を進めるこ

ととします。 

 具体的には、2023年度中に 60歳を迎える 1963年 4月～1964年 3月生まれの

管理職の皆さんに対して、○月～○月にかけて役職定年となったあとの就業に

関する意向調査を実施します。2024 年 4 月以降も○○市で働き続ける意向を持

っておられる管理職に対しては、組合再加入届（通常の加入届）の提出を担当執

行部を中心に働きかけることとします。 

（※）また、2024 年 4 月以降に昇任する管理職に対しては、脱退届の提出は求

めず、組合員名簿からは除外するとともに役職定年となったタイミングで組合

員の権利が回復する扱いとすることとします。 

 

 なお、役職定年者に対しては、じちろう共済の制度利用について、次のことを

丁寧に説明します。 

① 単組（職員組合）が取り扱う“じちろう共済”制度は、「自治労と自治労共

済」または「自治労と全労済」が締結している協定書にもとづいて実施されてい

脱退届有り 

資料３ 
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ること。 

② “じちろう共済”制度を利用する契約者は、「自治労共済組合員」かつ「単

組の構成員」であること。 

③ 「単組の構成員」を判断するのは、単組（職員組合）であること。 

④ 単組（職員組合）は、「単組の構成員」から委任されて共済活動をおこなう

協力団体であること。 

⑤ 役職定年者等が単組の認める「単組の構成員」でなくなった場合、単組が取

り扱う全ての共済契約は、各共済の事業規約等に基づき満期をもって更新でき

なくなり、各共済契約の満期までに所定の手続きを行う必要があること。 

 

 

注 ※の一文については、組合の規約において組合員資格がどのように定めら

れているかによって、①規約変更を要する、②解釈（定義＝機関決定）で対応で

きる、かに分かれます。 

単組内でどのように扱うのかについて、検討と決定をお願いします。 
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第○号議案 

 

2024 年 4 月以降の定年引上げとなる組合員の組合費などについて 
 

 2022年６月に改正地方公務員法が施行され、2023年度から定年年齢の段階的

な引上げ、管理監督職勤務上限年齢制（いわゆる役職定年制）や定年前再任用短

時間勤務制などを導入するための改正が行われました。 

 この間、職員組合では、定年引上げとなった職員の働き方や処遇など労働条件

について、当局と交渉を重ねてきており、2022 年○月には条例改正案について

も議会で可決されています。 

 これまで長年管理職として、時には組合と交渉する立場におられた職員も、こ

れから 65歳となり定年を迎えるまでは同じ一職員であり、一組合員として仲間

になってもらうことが、高年齢層職員のさまざまな課題を前進させるために、ま

た職員全体の労働条件を前進させるためにも重要です。 

 組合員の権利義務に関わっては、①組合員のまま定年引上げ対象の年齢を迎

える職員はそのまま組合員として継続していただくとともに、②役職定年とな

り管理職から組合員層の課長補佐となる職員については、これまでの管理職の

期間を「組合員としての権利、義務を行使できない者」として組合員名簿からは

除外し、2024 年 4 月以降は組合員としての権利を行使しうるものとして名簿に

戻す扱いとする、ことから組合費の徴収も再開します。 

 具体的には、2023年度中に 60歳を迎える 1963年 4月～1964年 3月生まれの

管理職の皆さんのうち、引き続き○○市で働き続ける方に対して、2024 年○～

○月ごろに、組合から「組合員名簿への登録と組合員としての権利回復のお知ら

せ」【資料４】を送付します。 

 なお、役職定年者に対しては、じちろう共済の制度利用について、次のことを

丁寧に説明します。 

① 単組（職員組合）が取り扱う“じちろう共済”制度は、「自治労と自治労共

済」または「自治労と全労済」が締結している協定書にもとづいて実施されてい

ること。 

② “じちろう共済”制度を利用する契約者は、「自治労共済組合員」かつ「単

組の構成員」であること。 

③ 「単組の構成員」を判断するのは、単組（職員組合）であること。 

④ 単組（職員組合）は、「単組の構成員」から委任されて共済活動をおこなう

協力団体であること。 

脱退届なし 

資料３ 
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⑤ 役職定年者等が単組の認める「単組の構成員」でなくなった場合、単組が取

り扱う全ての共済契約は、各共済の事業規約等に基づき満期をもって更新でき

なくなり、各共済契約の満期までに所定の手続きを行う必要があること。 

 

 

 

注 組合の規約において組合員資格がどのように定められているかによって、

①規約変更を要する、②解釈（定義＝機関決定）で対応できる、かが分かれます。

どう読んでも、管理職になった時点で組合員資格が消滅するような表現の場合

には、規約変更を行うか、再度加入届を提出してもらうかについて、単組での議

論をお願いします。 
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組合員名簿への登録と組合員としての権利回復のお知らせ 

 

 日頃より○○市職員組合の活動にご理解とご協力をいただき、ありがとうご

ざいます。 

 2024 年 4 月から、組合員としての権利が回復しますので、月例賃金等から

の組合費の控除を再開します。 

 組合では、労働条件の維持向上にむけた取り組みはもちろんのこと、 

例文：高年齢組合員向けの職場環境整備や健康づくり、「駅伝大会」や「カニ

鍋ツアー」など 

の取り組みを実施しています。ぜひご参加もお願いします。 

 

   本件のお問い合わせは、 

   ○○市職員組合 xxxx もしくは zzzz までお願いします 

   TEL 00-1111 

資料４ 
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組 合 加 入 届 

 

○○市職員組合 執行委員長 様 

 

○○市職員組合規約第▲条により、組合加入します。 

 

年   月   日 

 

      名前              

 

 

組合加入届を出した当月から、組合費を賃金から控除します。 

なお、組合員としての権利が行使できない部署に異動になっている期間は除きます。 

【参考】 

組合規約 

  第▲条 この組合は、○○市役所で働く職員で構成する。 

  第▲条 組合費は本給の 20/1000 とする。 

 

資料５ 
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2022年 7月 25日 

2022年度第 5回県本部代表者会議 

 

Ⅳ 2032年度定年引き上げの制度完成を見据えた組織化方針、 退職

者会への結集強化、じちろう共済加入の対応方針について 
 

１．はじめに 

 2021年 6月に地方公務員法が改正され、2023年度から順次定年が引き上げら

れます。これに伴って、自治体では①役職定年によって管理監督職員が降任とな

り、組合加入資格を有する、②現行の再任用職員制度が暫定の扱いとなり、最終

（2032 年度）的には現在の高齢者再任用職員制度はなくなる、③新たに定年前

再任用短時間勤務職員制度が導入される、といった現場への影響が生じます。 

 これらの組織化方針を確認する必要があることに加え、関連して、④退職者会

への加入対象者が当面（10 年間）半減すること、⑤じちろう退職者団体生命共

済への加入呼びかけ対象者を明確にしておく必要があること、などの課題に対

する自治労としての対応方針を確認する必要があります。  

 よって、以下のとおり組織化方針（案）と対応方針(案)を提起します。 

 

２．再任用職員組織化の経過と課題について 

 自治体規模をはじめ現業・非現業、本庁・事業所など、多様な職場実態にあっ

て、再任用職員の処遇も結果として多様にならざるを得ません。再任用職員にマ

ッチした働き方を実現するために、業務整理や新たな行政ニーズから「仕事を切

り出した」職場があれば、現役と同じ業務とする職場も存在しています。また賃

金についても、国家公務員の水準に準拠しつつ、さまざまな実態にあります。 

 自治労は、再任用職員について、2000 年 5 月の第 121 回中央委員会において

「対象者全員の自治労加入を達成することが必要」とする組織化方針を決定し

ました。2001 年以降、取り組み当初は再任用職員が比較的少数であったことも

あり、組織率は５割を上回るスタートでしたが、団塊の世代の大量退職など「分

母」が増加するにつれて組織率も低下し、32.9％となっています。（第 15回自治

労組織基本調査 2021年 6月時点 再任用・再雇用職員の組織率） 

 組織化が進まない原因には、組織化の対象としていない自治体単組が５割（※）

あること、一度組合員資格を失った職員（管理職登用や退職）が再加入を拒むこ

と、をあげることができますが、その背景に発足から 20年を経過し賃金や職務

内容などの処遇全般が一定「定着」していることもみておく必要があります。 

※第 15回自治労組織基本調査では、再任用職員について「職員はいるが組織化していない」

と回答したのが、県職８％、県都・政令 18.9％、市職 46.5％、町村 67.8％ 

 

参 考 
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【参考】第 121回中央委員会「当面の闘争方針（抜粋）」（2000年 5月） 

【高齢者再任用制度の発足と自治労結集の取り組み】 

19. 地方公務員法の改正により、高齢者再任用制度は 2001 年４月から発足

することから、再任用者の組織化に向けた体制づくりをめざします。再任

用された職員は、勤務の形態（フルタイム勤務、短時間勤務）を問わず、定

年退職前と同じ法制上の扱いであり、また単組の組織強化の観点からも対

象者全員の自治労加入を達成することが必要です。一方で、定年前に管理

職であった者が、一般組合員になることは職場秩序の問題で望ましくない

という意見もありますが、単組、職場での未加入者をなくし、連帯を強める

立場から対象者に粘り強く働きかけ組合員化を進めます。再任用者に対し

ての加入の呼びかけは、①制度発足の経過と主旨を踏まえて、制度と運用

の改善のためには労働組合に結集することが不可欠である、②制度と運用

に対しては、今後も継続して自治労が責任を持って取り組んでいく、③自

治労共済・事業本部の自主福祉事業を活用できる、の３つの柱を軸に進め

ていきます。 

 

３．定年引き上げに伴う組織化の意義について 

 再任用職員の組織化におけるこれらの課題からは、定年引上げにおいても同

様の状況が生まれることが想定されます。改めて、自治労全体で第 121 回中央

委員会方針を確認し、「職場の仲間＝労働組合の仲間」として粘り強く組織化を

図っていかなければなりません。 

 そもそも労働組合は、労働者を組織し、労働者の意見を集約して雇用主にぶつ

ける（交渉する）ことを役割としていますが、職場のすべての労働者を組織して

いることと意見集約の手続きを経ることがその要求に最も「正当性」を持たせま

す。職場の多数意見（＝過半数）という観点から理解すれば、「過半数」の重要

性についても共有できるはずです。再任用職員の組織化を改めて考えるときに、

労働組合は職場の仲間の組織化が本質的使命であり、組織化が力の根源（組織力）

であること、さらに非組合員の存在が労働組合の力や機能を弱める方向に作用

することも再確認しておく必要があります。 

 その上で、2000 年当時は、全労済との統合前で、団体生命共済や長期共済を

担っていた旧自治労事業本部も生協化されていないという違いはありますが、

再任用職員を労働組合の仲間＝組合員として組織化するという方針とともに、

「３つの柱」としてじちろう共済を利用することを前提としていたことも確認

しておく必要があります。 

  

４．定年引上げに伴う組織化方針について 

（１）役職定年者の組織化について 
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 2023 年からスタートする定年年齢の引き上げにおいては、役職定年によっ

て管理監督職員が降任となり、組合加入資格を有すること、になります。職場

では課長補佐級以下の組合員層として働く仲間は、適用される法律や制度も同

じです。労働組合の仲間の一人として、再加入にむけて取り組むことが基本で

す。 

 再任用や降格などの際に、入職当時に提出した加入届が有効（管理監督職員

の間だけ資格が停止したもの）として扱う単組や、管理監督職員に昇格した時

点で「脱退届」の提出を求めている単組など、一様ではありませんが、いずれ

にしても改めて加入届を提出させるなど意思を確認しておく必要はあります。 

 

（２）暫定再任用職員の組織化について 

 2023年度から 2032年度の間は、引き上げられた定年に基づいて「定年退職」

し、後に暫定再任用職員として任用されることとなりますが、制度完成までの

間の「暫定」であること以外にはこれまでの再任用職員と変わりありません。 

 再任用職員を組織化するという自治労のこれまでの基本的な方針、最終的に

2032年度には 65歳まで現役の組合員となること、さらに定年引上げによる役

職定年職員と一緒に働く状況が生じることなどから、暫定再任用職員の組織化

に取り組みます。また、これらを踏まえれば、現在、再任用職員について組織

化の対象としていない単組は早急に組織化方針を確立し、現行の再任用職員の

組織化に取り組む必要があります。 

 

（３）定年前再任用短時間勤務職員の組織化について 

 新たに導入される定年前再任用短時間勤務職員については、「再任用された

職員は、勤務の形態（フルタイム勤務、短時間勤務）を問わず、定年退職前と

同じ法制上の扱いであり、また単組の組織強化の観点からも対象者全員の自治

労加入を達成することが必要です」とした第 121 回中央委員会方針に基づき、

組織化に取り組むこととします。 

 

５．定年引上げと退職者会への結集強化について 

 退職者会においては、私たち現役と同じ志で、地方自治や平和、社会保障制

度を守るために政策実現に取り組むとともに、退職者相互の親睦や連携に努め

られています。 

 2032 年度に定年引上げが制度完成するまでの間、2 年に 1 回は定年退職者

がいない、という状況は不可避ですが、退職者会活動の強化のためには退職者

全員の加入に現退一致で取り組む必要があります。そのため、役職定年や再任

用職員に対する組合加入の呼びかけや定年前のライフプランセミナーなど、定

年退職の前後を問わず、現役の時点から退職者会への加入呼びかけを強化しま

17



 

 

す。 

 

６．じちろう共済各種制度の利用と加入について 

（１）基本的な対応方針 

 役職定年者や暫定・定年前短時間再任用職員を問わず、組合員として組織化す

ることから、じちろう共済の各種制度については、現役世代同様すべての制度を

利用することが可能であり、じちろう共済を生活におけるメイン保障に引き続

き据えることとします。 

従って、自治労として、2022 年 6 月からスタートする退職者団体生命共済に

ついては「職場を離れた」元組合員を対象とします。 

一方、再任用職員に対して、退職者会への加入によって住まいる共済やじちろ

うマイカー共済などを利用可能（単会管理）としている単組（単会）も存在して

いますが、組織化＝共済の現役メニューの利用対象（かつ単組管理）となること

から、2023 年 3 月末に向けて単組、単会において加入対象者についての協議や

整理を進める必要があります。 

 

（２）例外的な課題について 

① 定年前再任用短時間勤務職員については、一旦退職し、完全に無職になった

状態（退職後数年経過）から任用されることも制度上想定されていることから、

「結果として」退職者団生に加入している定年前再任用短時間勤務職員となる

可能性も制度上はありえます。現役向けの団体生命共済には再加入できないた

め、例外的な扱いとして、組合加入による共済利用の原則に基づき、組合加入を

前提とした退職者団体生命共済の加入者として整理します。 

② 定年退職等の後、会計年度任用職員として任用された場合には、65 歳まで

は現役向けの団体生命共済に加入が可能なことから、組合加入を前提に現役向

け団体生命共済の継続を基本とします。なお、単組が会計年度任用職員を対象に

して「小口型メニュー」を選択している場合には、通常メニューの団体生命共済

が利用できません。例外的な扱いとして、組合加入を前提としつつ退職者団体生

命共済の加入者として整理します。 

≪参考≫ 

職員分類 現退分類 共済分類 

一般職員（現役） 

役職定年後職員 

暫定再任用職員 

現行再任用職員 

定年前短時間再任用職員（※１） 

会計年度任用職員（※１） 

組合員 じちろう団体生命共済ほか

現役メニュー（住まいる共

済、じちろうマイカー共済、

長期共済・税制適格年金な

ど） 
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退職者（職場から離れた者） 退職者会 じちろう退職者団体生命共

済ほか退職者メニュー（住ま

いる共済、じちろうマイカー

共済 ※２退職者会管理含

む） 

※１ 定年前短時間再任用職員は、一旦完全に職場を離れてから（期間を経て）

自治体に任用される可能性が制度上あるため、例外的な扱いがあり得ます。同様

に、会計年度任用職員についても、単組が「小口型メニュー」を選択している場

合には、退職者団体生命共済のほうが有利なケースがあるため例外的扱いがあ

り得ます。 

職員分類 現退分類 共済分類 

定年前短時間再任用職員（例外） 

会計年度任用職員（例外） 

組合員 じちろう退職者団体生命共

済ほか現役メニュー（住まい

る共済、じちろうマイカー共

済は単組管理） 

７．今後の取り組み 

 本部は、自治労共済推進本部と連携し、各県、各単組における高齢層の再組織

化の好取組事例の情報収集と共有化を行うとともに、組織化ツール（チラシ等）

の制作などに取り組みます。 

 県本部は、改めて再任用職員の組織化方針の確立と、役職定年者の組合加入と

共済継続利用の方針化を図るとともに、単組の取り組みを支援します。あわせて、

単組・単会の議論がスムーズに進むよう、県本部退職者会との協議を行います。 

 単組は、規約等に定める組合員の年齢要件や加入要件が、定年引上げ者、再任

用職員（暫定、短時間含む）の加入を妨げている場合には、規約改正の議論を進

めます。すでに加入が可能な単組においては、現役対象の共済メニューとともに

退職者団体生命共済の優位性も周知しながら、役職定年後も、（暫定、短時間）

再任用職員になった時も組合加入と共済加入による助け合いを続けるという組

織化方針を定めます。 

 その上で、現在退職者会に加入することでじちろう共済の利用を可能として

いる単組、単会においては、こうした本部の基本的な方針に基づき、2023年 4月

の定年引上げ開始を念頭におきつつ、整理にむけて協議を進めます。 

以 上 
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自治労の取り組み

自
治
労
本
部 

総
合
組
織
局

10自治労通信　2022 秋

定
年
引
き
上
げ
と
組
織
化
の
課
題

　

自
治
体
単
組
で
は
、
２
０
２
１
年
６
月
の
地

方
公
務
員
法
改
正
を
受
け
て
、
２
０
２
３
年
度

か
ら
順
次
定
年
を
引
き
上
げ
る
た
め
、
条
例
改

正
と
制
度
運
用
に
つ
い
て
の
労
使
交
渉
が
取
り

組
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

自
治
労
は
、
２
０
２
２
年
７
月
に
県
本
部
代

表
者
会
議
を
開
催
し
、
定
年
引
き
上
げ
に
関
連

す
る
労
使
交
渉
と
並
行
し
て
、
①
役
職
定
年
に

よ
っ
て
組
合
員
層
に
降
任
す
る
管
理
監
督
職
員
、

②
新
た
に
導
入
さ
れ
る
定
年
前
再
任
用
短
時
間

勤
務
職
員
、
③
２
０
３
２
年
度
ま
で
の
暫
定
扱

い
と
な
る
現
行
の
再
任
用
職
員（
暫
定
再
任
用

職
員
）、
を
組
織
化
す
る
取
り
組
み
を
進
め
る

こ
と
を
確
認
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
当
面（
10
年
間
）、
退
職
者
会（
単
会
）

へ
の
加
入
対
象
者
が
半
減
す
る
た
め
、
退
職
者

全
員
の
退
職
者
会
加
入
に
む
け
て
単
組
と
単
会

が
協
力
し
て
進
め
る
こ
と
や
、
退
職
後
の
じ
ち

ろ
う
退
職
者
団
体
生
命
共
済
へ
の
加
入
呼
び
か

け
対
象
に
つ
い
て
の
考
え
方
に
つ
い
て
も
お
示

し
し
て
き
ま
し
た
。

高
齢
層
職
員
の
組
織
化
の
状
況

　

自
治
労
は
、
２
０
０
０
年
５
月
の
第
１
２
１

回
中
央
委
員
会
に
お
い
て
「
対
象
者
全
員
の
自

治
労
加
入
を
達
成
す
る
こ
と
が
必
要
」
と
す
る

組
織
化
方
針
を
決
定
し
て
い
ま
す
。
取
り
組
み

当
初
は
、
対
象
者
＝
再
任
用
職
員
が
比
較
的
少

数
で
あ
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
組
織
率
は
５
割
を

上
回
っ
て
い
ま
し
た
。
団
塊
の
世
代
の
大
量
退

職
な
ど
「
分
母
」
が
増
加
す
る
に
つ
れ
て
組
織

率
は
低
下
し
、
２
０
２
１
年
６
月
の
調
査
で
は

32
・
９
％
と
な
っ
て
い
ま
す（
第
15
回
自
治
労
組

織
基
本
調
査
）。

　

こ
の
背
景
に
は
、
再
任
用
職
員
を
組
織
化
し

て
い
な
い
自
治
体
単
組
が
５
割
あ
る
こ
と
、
市

職
と
町
村
職
で
そ
の
割
合
が
高
い
こ
と
も
あ
り

ま
す
が（
図
）、
組
織
化
に
取
り
組
ん
で
い
る
単

組
か
ら
も
、
高
齢
層
職
員
が
一
度
管
理
職
と
な
っ

た
こ
と
や
、
退
職
辞
令
や
退
職
金
を
受
け
取
っ

た
と
い
う
「
気
持
ち
的
な
区
切
り
」
か
ら
再
加

入
を
拒
む
と
い
う
実
態
が
報
告
さ
れ
て
い
ま
す
。

高
齢
層
職
員
を
組
織
化
し
な
い
場
合
に

起
き
る
こ
と
と
基
本
的
な
考
え
方

　

２
０
３
２
年
度
ま
で
、
段
階
的
に
定
年
が
引

き
上
げ
ら
れ
ま
す
。
制
度
完
成
と
な
る
２
０
３

２
年
度
で
、
年
齢
構
成
な
ど
を
単
純
化
し
て
考

え
る
と
、
定
年
引
き
上
げ
ゾ
ー
ン
で
あ
る
「
60

～
65
歳
」
の
職
員
は
10
％
前
後
を
占
め
る
可
能

性
が
あ
り
ま
す（
※
前
提
条
件
別
記
）。

　

言
い
換
え
る
と
、
現
在
再
任
用
職
員
を
組
織

化
す
る
方
針
の
な
い
単
組
が
、
今
回
の
「
定
年

引
き
上
げ
」
に
お
い
て
も
同
様
の
立
場
を
と
り

続
け
た
場
合
に
は
、
組
合
員
が
10
％
前
後
減
る

と
い
う
こ
と
で
す
。

※�

年
齢
ご
と
の
職
員
数
を
、
20
歳
か
ら
65
歳
ま
で
の
在
籍
人
員

数
が
同
一
と
仮
定
し
た
場
合

　
ま
た
、
組
合
員
の
定
年
が
引
き
上
げ
ら
れ
る
た

め
、「
自
動
的
に
組
合
員
の
ま
ま
ス
ラ
イ
ド
す
る

の
で
大
丈
夫
」
と
考
え
て
い
る
単
組
執
行
部
が
い

る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
10
年
間
は
現
行
の
再
任

用
職
員（
暫
定
再
任
用
）も
存
在
す
る
こ
と
か
ら
、

同
じ
高
齢
層
職
員
で
組
合
員
と
非
組
合
員
が
混

在
し
、
不
公
平
感
に
よ
る
組
織
的
矛
盾
を
抱
え
る

こ
と
に
も
つ
な
が
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

65
歳
定
年
退
職
時
代
に
む
け

高
齢
層
組
合
員
の
組
織
化
方
針
の
確
立
を 

―
―
退
職
者
会
と
じ
ち
ろ
う
退
職
者
団
生
へ
の
結
集
を
進
め
よ
う

34.6%

50.9%

14.5%

都道府県職 県都・政令市全自治体単組（n=1,611）

組織化している

対象職員がいない

組織化していない

88%

8%
4%

77.4%

18.9%

3.8%

市職 町村職
12.1%

67.8%

20.1%

46.8%46.5%

6.6%

図　再任用職員の組織化
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特集

労
働
組
合
に
と
っ
て
、
職
場
の
仲
間
、
全
員

が
加
入
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
は
、
交
渉
力（
対

当
局
）の
観
点
か
ら
非
常
に
重
要
な
こ
と
で
す
。

ま
た
、
職
場
の
問
題
に
つ
い
て
、
今
回
で
言
え

ば
高
齢
層
職
員
の
抱
え
る
課
題
に
つ
い
て
、
組

合
員
当
事
者
と
し
て
執
行
部
に
求
め
る
こ
と
と
、

「
組
合
員
で
は
な
い
」
高
齢
層
職
員
と
し
て
求
め

る
こ
と
で
は
、「
重
み
」が
違
い
ま
す
。

重
要
な
こ
と
は
、
現
役
の
組
合
役
員
が
、「
い

ず
れ
高
齢
層
職
員
と
し
て
同
じ
立
場
に
な
る
時

に
、
処
遇
や
働
き
方
に
つ
い
て
労
働
組
合
の
関

与
が
必
要
で
、
重
要
で
あ
る
」
と
確
信
し
て
取

り
組
む
こ
と
で
す
。
そ
の
こ
と
が
、
前
述
し
た

「
気
持
ち
的
な
区
切
り
」を
克
服
す
る
ポ
イ
ン
ト

の
一
つ
で
す
。

先
行
事
例
の
紹
介（
２
単
組
か
ら
）

第
96
回
自
治
労
定
期
大
会
に
お
い
て
も
、
高

齢
層
職
員
の
組
織
化
に
関
連
し
て
、
代
議
員
か

ら
本
部
へ
の
要
望
や
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。
中

で
も
、
先
行
事
例
に
学
び
た
い
と
い
う
意
見
が

多
く
、
引
き
続
き
情
報
収
集
に
努
め
つ
つ
、
さ

ま
ざ
ま
な
会
議
・
集
会
を
通
じ
て
発
信
し
て
い

き
ま
す
。

そ
の
一
例
と
し
て
、
石
川
県
本
部
石
川
県
職

員
労
働
組
合
の
取
り
組
み
事
例
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

再
任
用
職
員
制
度
発
足
か
ら
、
高
齢
層
職
員
に

つ
い
て
は
組
合
員
と
し
て
の
加
入
資
格
は
あ
っ

た
も
の
の
、
組
織
化
が
困
難
な
状
況
が
続
き
ま

し
た
。
２
０
１
６
年
か
ら
、
退
職
者
セ
ミ
ナ
ー

に
お
い
て「
と
く
に
手
続
き
を
し
な
い
限
り
、
継

続
し
て
の
加
入
と
な
り
ま
す
の
で
、
引
き
続
き

組
合
へ
の
結
集
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
」と

説
明
し
、「
同
意
」
を
得
た
こ
と
で
、
毎
年
８
割

を
超
え
る
加
入
に
つ
な
げ
て
い
ま
す
。
結
果
と

し
て
、
現
在
の
再
任
用
職
員
は
、
お
お
む
ね
組

織
化
さ
れ
た
状
況
に
あ
り
、
定
年
引
き
上
げ
後

に
お
い
て
も
同
様
の
取
り
組
み
を
基
本
に
組
織

化
に
取
り
組
む
と
し
て
い
ま
す
。

続
い
て
、
大
阪
府
本
部
大
阪
市
職
関
係
労
働

組
合
の
取
り
組
み
で
す
。
２
０
０
９
年
か
ら

チ
ェ
ッ
ク
オ
フ
が
議
会
に
よ
っ
て
一
方
的
に
廃

止
さ
れ
、
個
々
の
組
合
員
が
保
有
す
る
金
融
機

関
の
口
座
か
ら
組
合
費
を
引
き
落
と
し
て
い
る

こ
と
が
前
提
条
件
と
な
り
ま
す
。

再
任
用
職
員
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
０
年
４

月
以
降
組
織
化
す
る
こ
と
を
、
単
組
の
中
央
委

員
会
で
確
認
し
て
い
ま
す
。
２
０
２
１
年
４
月

以
降
は
現
役
か
ら
再
任
用
職
員
に
な
る
際
に
改

め
て
手
続
き
を
取
ら
ず
、
脱
退
届
を
出
さ
な
い

限
り
は
そ
の
ま
ま
組
合
員
と
し
て
扱
う
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。
現
役
の
間
、
派
遣
や
消
防
局
な

ど
へ
の
異
動
、
管
理
職
員
へ
の
昇
任
に
つ
い
て

は
手
続
き
な
く
組
合
員
資
格
お
よ
び
チ
ェ
ッ
ク

オ
フ
を
停
止
し
、
組
合
員
エ
リ
ア
に
戻
っ
た
と

き
に
は
「
組
合
員
資
格
回
復
届
」
を
求
め
る
と

い
う
扱
い
を
し
て
い
ま
す
。

い
ず
れ
の
単
組
も
、
再
任
用
職
員
を
組
織
化

す
る
際
に
規
約
改
正
は
行
っ
て
お
ら
ず（
必
要

と
せ
ず
）、
組
織
化
方
針
を
機
関
会
議
で
確
認

す
る
こ
と
と
、
説
明
や
実
務
的
な
取
り
扱
い
を

変
更
す
る
こ
と
で
対
応
し
て
い
ま
す
。

組
織
化
の
ポ
イ
ン
ト

対
当
局
交
渉
に
お
け
る
優
位
性
や
、
高
齢
層

職
員
の
労
働
条
件
に
労
働
組
合
が
関
与
す
る
こ

と
の
必
要
性
に
つ
い
て
は
触
れ
て
き
ま
し
た
が
、「
そ

う
は
言
っ
て
も
」
と
い
う
現
役
の
単
組
役
員
の
声

も
聞
こ
え
て
き
そ
う
で
す
。
確
か
に
組
織
化
が「
難

し
い
」と
感
じ
さ
せ
る
状
況
に
は
あ
り
ま
す
。

高
齢
層
職
員
は
地
財
危
機
や
公
務
員
バ
ッ
シ

ン
グ
を
た
た
か
っ
て
き
た
私
た
ち
の
先
輩
で
す
。

助
言
や
支
援
の
お
願
い
や
、
あ
る
い
は
加
入
し

て
く
れ
な
い
こ
と
で
現
役
も
困
る
な
ど
の
お
願

い
を
、
率
直
に
伝
え
る
こ
と
も
重
要
で
す
。

ま
た
、
世
代
の
組
織
的
受
け
皿
と
し
て
、
例
え

ば
壮
年
部
や
高
年
部
を
作
り
、
結
集
を
呼
び
か

け
る
こ
と
も
、
当
事
者
参
加
の
意
識
を
高
め
る
こ

と
や
意
見
集
約
を
進
め
る
観
点
で
有
効
で
す
。

そ
の
上
で
、
高
齢
層
の
働
き
方
や
、
職
務
・
級

の
格
付
け
な
ど
に
つ
い
て
、
知
識
・
技
術
・
経
験

な
ど
を
積
極
的
に
活
用
す
る
観
点
か
ら
従
前
の

取
り
扱
い
を
抜
本
的
に
見
直
す
こ
と
を
求
め
て
、

組
合
と
し
て
取
り
組
む
こ
と
が
と
く
に
重
要
で
す
。

こ
れ
か
ら
取
り
組
む
こ
と

ま
ず
は
、
組
合
規
約
を
執
行
部
で
確
認
し
て

く
だ
さ
い
。
年
齢
制
限
は
設
け
ら
れ
て
お
ら
ず
、

組
合
員
の
資
格
を
「
△
△
市
に
勤
務
す
る
職
員
で

構
成
す
る
」
な
ど
、
実
際
の
運
用
で
管
理
職
員
や

消
防
職
員
を
除
外
す
る
扱
い
を
し
て
い
る
と
こ

ろ
が
多
い
は
ず
で
す
。
規
約
に
、「
正
規
職
員
」と

い
っ
た
規
定
で
再
任
用
職
員
を
除
外
す
る
規
定

が
あ
る
場
合
に
は
、
規
約
改
正
を
行
う
必
要
が

あ
り
ま
す
が
、
そ
う
で
な
け
れ
ば
直
近
の
大
会

な
ど
の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
お
い
て
、
組
合
の
方
針
と

し
て
、
組
合
員
と
し
て
加
入
さ
せ
る
こ
と
を
決
定

す
る
と
と
も
に
、「
手
続
き
や
意
思
確
認
を
ど
の

よ
う
に
す
る
か
」「
対
象
者
へ
の
説
明
会
や
お
知

ら
せ
を
ど
う
実
施
す
る
か
」
と
い
っ
た
具
体
的
な

進
め
方
を
検
討
し
て
く
だ
さ
い
。
そ
の
際
に
、
か

つ
て
執
行
部
を
担
っ
た
先
輩
た
ち
に
助
言
を
も

ら
う
こ
と
で
、
プ
ラ
ス
に
働
く
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

自
治
労
全
体
の
取
り
組
み
と
し
て
、「
職
場
に

い
る
間
は
自
治
労
組
合
員
」
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
し
ょ
う
。

　退職者会は、地方自治や平和、社会保障制度を守
るための政策実現に取り組むとともに、退職者相互
の親睦や連携に努められています。とりわけ、組織
内をはじめとする各種選挙では、主体的な役割を担っ
ていただいている実態にあります。定年引き上げが
制度完成するまでの間、２年に１回は定年退職者が
いないという状況に対して、退職者全員の退職者会
加入にむけて、現役としても、しっかり取り組みを
強化する必要があります。
　あわせて、役職定年者や再任用職員に対する組合
加入の呼びかけや、定年前のライフプランセミナー
など、定年退職の前後を問わず、現役の時点から退
職者会への加入呼びかけを強化していきましょう。
　じちろう共済各種制度の利用と加入については、
自治労として役職定年者や暫定・定年前短時間再任
用職員のいずれの高齢層職員についても、組合員と
して組織化する方針から、じちろう共済の各種制度
については、現役世代同様としています。じちろう
共済を生活におけるメインの保障として引き続き位
置付ける、退職者団体生命共済については「職場を
離れた」元組合員を対象とする、という考え方で取
り組みをお願いします。

じちろう共済と退職者会への結集

定年引き上げ
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